ライフステージ看護学
第15回　ライフステージを通じた 家族看護と多職種連携
本時の到達目標
(1) ライフステージの移行期における家族機能の変化を、家族周期の視点から説明できる。
(2) 多世代介護・ケアラーの負担（老老介護、ダブルケア、ヤングケアラー）を理解する。
(3) 地域包括ケアシステムの仕組みと、ライフステージをつなぐ看護の役割を説明できる。
(4) 多職種・多機関連携における看護師の役割を理解する。

Ⅰ．講義
1．家族看護の基本的視点
家族とは、血縁関係のみによって定義されるものではなく、情緒的な結びつきをもち、生活をともにする集団として捉えられる。家族看護では、家族を単なる個人の集合体としてではなく、一つのまとまり（システム）として捉える家族システム理論の視点が重視される。この視点では、家族の一人のメンバーに生じた変化（病気、進学、失業等）が、家族全体に影響を及ぼすと考える。
2．家族周期（ファミリーライフサイクル）と発達課題
個人がライフステージを通じて発達していくように、家族もまた誕生から終焉に至る周期（ファミリーライフサイクル）をもち、各時期に特有の発達課題に直面するとされる。
	時期
	内容

	新婚期
	結婚から第1子誕生までの時期

	養育期
	乳幼児をもつ時期

	教育期（前期・後期）
	子どもが小学校に入学する前期と、子どもが10代になる後期

	分離期
	子どもが独立し、家庭を巣立っていく時期

	充実期
	子どもが自立した後、夫婦2人暮らしとなる時期

	完結期
	配偶者を失った後、公私にわたるサポートを得て新たな生活に適応していく時期



【国試対策ポイント】「配偶者を失った後の時期」は完結期、「子どもが自立した後の夫婦2人暮らしの時期」は充実期に該当する。教育期の前期・後期の違いとあわせて、名称と内容の組合せを正確に覚えておくこと。

3．ライフステージの移行期における家族機能の変化
出産による家族形成（第2回）、子どもの独立、退職、介護の開始、配偶者との死別（第14回）等、家族構成員のライフステージの移行に伴い、家族の機能や役割は再編成を迫られる。
発達的危機：家族周期の移行に伴い、多くの家族が経験しうる予測可能な変化（子どもの誕生、独立、退職等）
状況的危機：病気、事故、災害等、偶発的に生じる予測困難な変化

看護師は、対象となる家族が現在どのような移行期にあり、どのような機能の再編成が求められているかを理解したうえで支援することが重要である。
4．多世代介護・ケアラーの負担と支援
少子高齢化や家族形態の変化に伴い、一つの家族の中で複数の世代にわたる介護・養育の課題が同時に生じることが増えている。
	用語
	内容

	老老介護
	高齢者が、高齢の配偶者や親を介護している状況

	ダブルケア
	育児と介護を同時に担っている状況（成人期・壮年期に生じやすい、第7〜8回参照）

	ヤングケアラー
	家族の介護・世話・家事等を日常的に担っている18歳未満の子ども。学業や友人関係への影響が懸念される



· 介護者（ケアラー）自身も心身の健康を損ないやすく、社会的な孤立に陥りやすいことに留意する
· ヤングケアラーについては、子ども自身がその状況を「当たり前」と捉え、支援を求めにくい場合があることに注意し、学校等の関係機関と連携した早期の気づきが重要となる
5．地域包括ケアシステムとライフステージをつなぐ看護の役割
地域包括ケアシステムとは、高齢者等が要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供する体制をいう。都道府県単位ではなく、中学校区を基本とした日常生活圏域（おおむね30分以内に駆けつけられる範囲）を単位として、市町村が中心となり、地域の特性に応じて構築するものとされる。
その中核を担う機関が地域包括支援センターであり、介護保険法に基づき市町村が設置し、以下の専門職の配置が義務づけられている。
	配置が義務づけられている専門職
	主な役割

	保健師（または経験のある看護師）
	介護予防に関する事業や、健康面からの相談支援

	社会福祉士
	権利擁護（成年後見制度の活用支援等、第13回参照）、虐待対応等の相談支援

	主任介護支援専門員 （主任ケアマネジャー）
	介護支援専門員（ケアマネジャー）への指導・支援、地域におけるケアマネジメント支援



【国試対策ポイント】地域包括ケアシステムは「都道府県」ではなく「市町村」を単位として構築される点、「本人・家族の在宅生活の選択と心構え」が前提とされる点が頻出する。地域包括支援センターへの配置が義務づけられている3職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）もあわせて覚えておくこと。
看護師は、病院での急性期の看護から、退院後の地域での生活を見据えた継続看護まで、対象のライフステージ全体を通じて途切れることのない支援を行う役割を担う。
6．多職種・多機関連携における看護師の役割
チーム医療は、主に病院内など特定の場において、明確な治療目標を共有する専門職の集まりを指すのに対し、多職種連携は、在宅医療のように、所属する組織や働く場所が異なる専門職同士が、一人の対象を支えるために協力し合う、より広い概念として捉えられる。
· 看護師は、対象にもっとも身近な存在として、様々な専門職（医師、薬剤師、理学療法士、管理栄養士、医療ソーシャルワーカー、介護支援専門員等）や機関（病院、診療所、訪問看護ステーション、地域包括支援センター等）との間で、情報共有・調整を担う役割を果たすことが多い
· 多職種カンファレンスの活用により、それぞれの専門的視点を統合し、対象にとって最善のケアの方向性を検討する
· 退院支援・退院調整の場面では、病院と地域の看護職（訪問看護師等）が連携し、療養の場が移行しても支援が途切れないようにする
まとめ・本時の重要ポイント
	復習チェックリスト
・家族周期の各時期（新婚期〜完結期）の名称と内容を説明できるか。
・発達的危機と状況的危機の違いを説明できるか。
・老老介護、ダブルケア、ヤングケアラーの違いを説明できるか。
・地域包括ケアシステムの単位（市町村）と前提となる考え方を説明できるか。
・地域包括支援センターに配置が義務づけられている3つの専門職を説明できるか。
・チーム医療と多職種連携の違いを説明できるか。





Ⅱ．事例演習
事例：老老介護とダブルケアが重なる家族
次の事例を読み、設問に答えなさい。
	事例の概要
· Aさん一家：母親Bさん（68歳）は、要介護状態にある実父Cさん（92歳、認知症、要介護3）と同居し、主な介護を担っている。
· 同居する娘Dさん（38歳、未婚）は、正社員として働きながら、家事や祖父Cさんの介護の一部（食事介助等）を担っている。
· Bさんは最近「自分も膝が痛くて、この先いつまで介護を続けられるか不安です」と話している。
· Dさんは「仕事と介護の両立で心身ともに疲れています。友人と会う時間もほとんどありません」と、疲れた表情で漏らしている。



設問1
この家族の状況を、老老介護・ダブルケアという視点から整理しなさい。
設問2
Bさん、Dさんそれぞれの介護負担について、看護師としてどのような点をアセスメントすべきか述べなさい。
設問3
この家族が活用できる、地域包括ケアシステムにおける社会資源にはどのようなものが考えられるか述べなさい。
設問4
この事例において、看護師が多職種連携の中で果たすべき役割について述べなさい。









Ⅲ．看護師国家試験過去問
本時の内容（家族周期、地域包括ケアシステム、地域包括支援センター）に関連する過去問題を示す。正答と解説を確認し、理解を定着させること。
問1（第113回 午後48問）
家族周期における発達段階で、高齢者が配偶者を失った後の段階はどれか。
1．完結期
2．教育期
3．充実期
4．分離期

問2（第106回 午後58問）
地域包括ケアシステムについて正しいのはどれか。
1．都道府県を単位として構築することが想定されている。
2．75歳以上の人口が急増する地域に重点が置かれている。
3．本人・家族の在宅生活の選択と心構えが前提条件とされている。
4．地域特性にかかわらず同じサービスが受けられることを目指している。

問3（第114回 午後87問）
介護保険法で地域包括支援センターに配置が義務付けられているのはどれか。2つ選べ。
1．介護福祉士
2．社会福祉士
3．介護支援専門員
4．精神保健福祉士
5．主任介護支援専門員


事例演習　解答の視点（解説）
設問1：68歳のBさんが92歳のCさんを介護している状況は老老介護に該当する。また、Dさんは38歳で未婚ではあるが、家事・介護を担いながら就労を続けており、家庭内でBさんの介護負担を補う役割を果たしている点で、世代を超えて介護が重なっている家族の状況と捉えられる。
設問2：Bさんについては、自身の膝の痛みという身体的負担に加え、先の見えない介護への不安という心理的負担を抱えていないか確認する。Dさんについては、就労と介護の両立による身体的疲労、友人関係等の社会的なつながりの減少による孤立感の有無を確認する。両者とも、介護者自身の健康が損なわれていないかという視点でのアセスメントが重要である。
設問3：地域包括支援センターへの相談を起点に、Cさんの介護保険サービス（デイサービス、ショートステイ等）の利用調整、Bさんの身体的負担軽減のための福祉用具の活用、Dさんの介護負担を軽減するための訪問介護サービスの利用等が考えられる。地域包括支援センターの社会福祉士・主任介護支援専門員等と連携することで、家族全体を視野に入れた支援を組み立てることができる。
設問4：看護師は、Bさん・Dさんそれぞれの心身の状態や生活状況を把握し、その情報を介護支援専門員（ケアマネジャー）や地域包括支援センターの職員等と共有する役割を担う。多職種カンファレンス等を通じて、医療・介護・生活支援の各視点を統合し、家族全体がバランスを崩さずに生活を継続できるよう、調整的な役割を果たすことが求められる。

看護師国家試験過去問　解答・解説
本時の内容（家族周期、地域包括ケアシステム、地域包括支援センター）に関連する過去問題を示す。正答と解説を確認し、理解を定着させること。
問1（第113回 午後48問）
家族周期における発達段階で、高齢者が配偶者を失った後の段階はどれか。
1．完結期
2．教育期
3．充実期
4．分離期
正答：1
解説：教育期は、子どもが小学校に入学する前期と、子どもが10代になる後期からなる時期である。充実期は子どもが自立した後、夫婦2人暮らしとなる時期である。分離期は子どもが独立し家庭を巣立っていく時期である。完結期は配偶者を失った後、公私にわたるサポートを得て新たな生活に適応していく段階であるため、正答は1である。

問2（第106回 午後58問）
地域包括ケアシステムについて正しいのはどれか。
1．都道府県を単位として構築することが想定されている。
2．75歳以上の人口が急増する地域に重点が置かれている。
3．本人・家族の在宅生活の選択と心構えが前提条件とされている。
4．地域特性にかかわらず同じサービスが受けられることを目指している。
正答：3
解説：地域包括ケアシステムは、都道府県ではなく市町村を単位として、中学校区を基本とした日常生活圏域ごとに構築することが想定されている。75歳以上の高齢者の増加は全国的な課題であり、特定の地域に重点が置かれているわけではない。地域の自主性・主体性に基づき、地域特性に応じて構築するものであり、全国一律のサービスを目指すものではない。基本的には在宅生活を継続する選択肢があることを前提としているため、正答は3である。

問3（第114回 午後87問）
介護保険法で地域包括支援センターに配置が義務付けられているのはどれか。2つ選べ。
1．介護福祉士
2．社会福祉士
3．介護支援専門員
4．精神保健福祉士
5．主任介護支援専門員
正答：2・5
解説：介護福祉士および精神保健福祉士は、地域包括支援センターへの配置が義務づけられた職種ではない。介護支援専門員のうち、一定の研修を受けた主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）の配置が義務づけられている。地域包括支援センターには、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の3職種の配置が義務づけられており、選択肢の中では社会福祉士と主任介護支援専門員が該当するため、正答は2・5である。

